
◆目標管理者

Ｈ２８
重点施策

《平成２８年度　会計管理者　組織目標》　

会計管理者　　　田中　義一

◆部局の役割・目標像 ◆職員数および当初予算規模

特定財源 一般財源

経営層（副部長） 1 1 －

特任 再任用 嘱託 臨時 総計 歳出（職員費を除く）

会計課 6 1 1

0 1 1

－ －

1 9 20,432 20,432

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取り組みと成果目標 総合計画上の位置づけ

 会計規則等に基づく適正な会計処理審査と公金の安全かつ確実な保管に努めます。

　◆効率的かつ正確な会計事務に努め、適正な会計処理の審査と迅速な支払い手続きを行います。
　◆市民の共有財産である公金を、確実かつ適正な方法により管理・運用を行います。

所属
職員数（人） 当初予算規模（千円）

正規

1 10 20,432 0 20,432合計 7

1

　近年、行政経験豊富な職員が大量に退職期を迎えたこと等により、
市組織全体の職員の構成が大きく変化してきています。また、実際に
会計事務を行う担当者が嘱託・臨時職員に移行している現状が見ら
れます。
　こうした背景から、経験とともに積み重ねられる会計事務の知識の
継承が難しく、効率的かつ正確な会計事務の執行に課題が生じてい
ます。

①

　会計事務にかかるチェック機能の充実を図り、事務執行の実態にあわせ
た指導に努めることにより、適正な会計事務の確保を図ります。
　

①
分野：行財政マネジメント
施策：職員の資質向上

②

【取り組み】
　会計事務を担う人材の育成に取り組みます。

【成果目標】
　会計事務の知識習得の機会を増やし、各所属の実務の状況を
踏まえた指導を行います。

分野：行財政マネジメント
施策：職員の資質向上

【取り組み】
　適正で効率的な会計事務の実現に取り組みます。

【成果目標】
　支出調書の審査時に、「調書訂正等連絡・確認書」により問題点
を指摘し、誤り等を減らします。

分野：行財政マネジメント
施策：財政・財産の適正な
管理運営

2

　日本銀行が平成２８年２月１６日に導入した、いわゆるマイナス金利
政策の影響により、国債等の長期金利、借入金の目安となる長期プラ
イムレート、また各種預金の金利などが下落しています。そのため、公
金の確実かつ有利な方法による運用が難しくなっています。

②

　低金利の状況下においても、確実かつできる限り有利な公金運用を図り
ます。

③

【取り組み】
　資金の管理、収入・支出状況の的確な把握に努め、様々な情報
収集を行い、公金の適正運用に努めます。

【成果目標】
　日々、必要な資金の状況を的確に把握し、より多くの資金が利
率の高い定期預金等で運用できるよう取り組みます。

会計課～1～


